
子どもたちにゆたかな学びを保障するために、教職員定数改善、教育予算の増額、 

義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書 

 

日本は、ＯＥＣＤ諸国に比べて１学級あたりの児童生徒数や教員１人当たりの児童生徒

数が多くなっている。さらに、国の予算に占める教育費の割合は先進国中で低位のままで

ある。安定した教育活動を全国的に保障するための義務教育費国庫負担制度については、

国庫負担率が２分の１から３分の１に引き下げられた。独自財源により、ゆたかな教育環

境をめざした人的措置を行っている自治体がある一方、財政状況により、定数通りの配置

となる自治体もある。その結果、自治体間の教育格差が生じていることは極めて大きな問

題である。国の施策として、教職員定数改善に向けた財源を保障し、子どもたちが全国ど

こに住んでいても、一定水準の教育を受けられることが憲法上の要請である。また、保護

者負担を軽減し、未来を担う子どもたちへのよりゆたかな学びの環境を創出するためにも、

国による教育予算の増額は必要不可欠である。 

来年度から小学校で本格実施される次期学習指導要領の実施に向けては、早くも多くの

課題が顕在化してきている。小学校においては、外国語科の導入が始まり、少なすぎる外

国語専科教員の処遇や配置問題、評価の在り方や教材の作成などの対応に苦慮している。

プログラミング教育に関しても、各市町・各校のＩＣＴ環境の整備状況が異なることから

も、指導できる教育内容の違いによる地域間格差が生じることが懸念されている。中学校

においても部活動指導をはじめ、文科省の調査において「過労死ライン」に達する教員が

６割近くを占めたことが明らかになっている。また、近年学校現場に対する家庭や地域か

らの要望は多様化・複雑化しており、それらに対応する人員の不足や、本来担うべき業務

に割く時間が減ってしまっていることも大きな課題として取り上げられている。そのよう

な状況の中、中央教育審議会からも、教職員が「授業や授業準備等に集中し、健康でいき

いきとやりがいをもって勤務でき、教育の質を高められる環境」の構築をめざし、「学校

における働き方改革」についての答申も出され、これからの制度改革等に対して保護者や

地域住民、学校関係者の関心も高まっている。 

子どもの学ぶ意欲を引き出し、多様化しているニーズに応じたきめ細やかな教育の実現

のためには、条件整備が不可欠である。 

よって、政府におかれては、次の事項について配慮されるよう強く要望する。 

 

 

１ 子ども、保護者のニーズに応じたきめ細かな教育を実現し、ゆたかな教育環境を整備

するため、基礎定数化を含めた計画的な教職員定数改善を早急に推進すること。 

２ ゆたかな学びの環境を創出し、保護者負担軽減のため、教育予算を増額すること。 

３ 教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫負担制度を堅持する

とともに、国の負担を最低でも従前の２分の１まで拡充すること。   

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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